
「20年間で大きく低下 注目度高い論文数と国際比率」 

 

文部科学省の科学技術・学術政策研究所は 8 月 8 日、日本と主要国の科学技術活動を分

析した調査資料の最新版「科学技術指標 2023」を公表した。産業界も含めた日本全体の研

究開発費、研究者数は主要国中第 3 位。2カ国以上への特許出願数は世界第 1 位。こうし

た数字の一方、他の研究者から引用される数が多い「高被引用論文」では、被引用数が上

位 10％と上位 1％に入る特に注目度の高い論文数がそれぞれ世界 13 位、12 位、世界での

シェアもこの 20年間で 3分の 1あるいは 2分の 1以下に低下している現実も明らかにして

いる。 

 

科学技術・学術政策研究所は、各国・地域の研究力を比較する方法として、自然科学系

の論文数に加え、他の研究者に引用される数が特に多い高被引用論文数を重視している。

同研究所が分析に用いているのは、国際学術情報サービス会社「クラリベイト」の論文デ

ータベース。論文数を数える中で、近年、増え続けている国際共著論文の数を各国・地域

に割り振る（加算する）方法として「整数カウント」と「分数カウント」という二つの方

法を用いている。一つの共著論文に関与した国に対し、整数カウントが一律に 1 を付与す

るのに対し、分数カウントは、同じ論文にその国のいくつの機関が関与したかも加味し、

国の寄与度を分数で示す（足し合わせると共著論文一つにつき 1 となる）という違いがあ

る。 

 

注目度高い論文の 3割弱中国 

共著論文に対するそれぞれの国・地域の貢献度がより正確に把握できるとしている分数

カウント法で比較した場合、日本の国際的位置はどうか。それぞれの研究分野で被引用数

が上位 10％に入る日本の論文数は、2019～2021年の年平均で 3,767。これは世界 12位、

それぞれの分野で世界の論文総数に占める比率（シェア）でみると 2.0％に相当する。上位

1％の高被引用論文数も 319、シェア 1.7で同じく世界 12位。論文総数だけでみると 70,775

で世界 5 位だから、特に価値の高いとみなされる高被引用論文数の見劣りは目立つ。いず

れも 1 位の中国（上位 10％は 54,405、シェア 28.9％、上位 1%が 5,516、シェア 29.3％）

と比べるとさらに大きな差があることが分かる。 

 

国・地域別論文数、Top10％および Top1％補正論文数：上位 25カ国・地域 

(自然科学系、分数カウント法) 



 

（科学技術・学術政策研究所調査資料「科学技術指標 2023」から） 

 

 日本の低迷ぶりはこの 20 年ほどの変化を見るとよくわかる。1999～2001 年の年平均値

は上位 10％の高被引用論文数が 4,443 で世界 4 位、シェアは 6.0％。上位１％の高被引用

論文数も 331 で世界 4位、シェアは 4.5％だった。ところが 10年後の 2009～2011 年の年

平均値は、上位 10％の高被引用論文数が世界 6位の 4,355、シェア 3.8％、上位 1％の高被

引用論文数も世界7位の357、シェア3.1％と軒並み数値を落としている。さらに今回の2019

～2021 年の年平均値では、この流れが止まらずすべての数値、順位がさらに低下している

ことが分かる。 

 

国・地域別論文数、Top10％補正論文数、Top1％補正論文数の変化：上位 25カ国・地域 

(自然科学系、分数カウント法) 



 

（科学技術・学術政策研究所「科学技術指標 2023」から） 

 

 こうした変化は、グラフで見るとさらに激しさがはっきりする。長年、圧倒的な強さを

見せていた米国の低下曲線と対照的に中国がシェアを急速に増やし続け、すでに逆転して

いることが分かる。その他の主要国は韓国が徐々にシェアを増やしている以外、横ばいか

下降傾向だ。 

 

主要国の論文数、Top10％補正論文数、Top1％補正論文数シェアの変化 

（自然科学系、分数カウント法） 



 

（科学技術・学術政策研究所「科学技術指標 2023」から） 

 

 国際共著論文でも存在感低下 

日本だけが 2007 年から減少に転じている状況を憂慮する声は、早くから研究者の間に

出ていた。2004 年に始まった国立大学の法人化と同時期になされた国立大学に対する運営

費交付金の削減、新たな運営業務の負担増といった政府の科学技術政策によって、一部の

有力大学を除く 2 番手 3 番手大学の研究者と研究時間が減少したことなど多くの要因が

指摘されている。 

 

科学技術・学術政策研究所は同じ日に公表した調査資料「科学研究のベンチマーキング 

2023」の中でも、論文分析からみられる世界の研究活動の変化と日本の状況を詳しく明ら

かにしている。多くの記述を割いている一つが国際共著論文の果たす役割と影響。主要国

は国際共著率を増加させており、英国、ドイツ、フランスでは、2019～2021 年の国際共著

率が 6～7 割に上る。日本はこの 10年間で 9.8ポイント増え 36.6％と、中国、韓国を上回

る。ただし、国際共著論文数を見ると中国は日本を上回り世界 2 位。米国、日本、英国、

ドイツ、フランスは、いずれの分野でも国際共著率は上昇傾向にある。国際共著論文は国

内論文よりも被引用数上位 10％の割合が高いという結果も出ている。 

 

日本の国際共著相手国・地域はどうか。全体では米国が第 1 位だが、化学、材料科学、

計算機・数学、工学分野では中国が第 1 位。この 20 年間で、中国との研究活動上の関係

が強くなっていることが示唆される。一方、米国、英国、ドイツ、中国、韓国の国際共著

相手国・地域の時系列変化を見ると、日本はいずれの国との国際共著論文でも順位を下げ

ている。さらに各分野でも順位やシェアを低下させており、 日本の存在感低下は否めない。 

 

米国の共著相手国をみると、中国、英国、ドイツ、カナダ、フランスが上位 5 カ国とい



う状況はこの 20年間変わらない。材料科学を筆頭に 7 分野で中国が第 1 位。ただし、2019 

年まで急激に増加したものの近年低下している。化学、材料科学、物理学の減少幅が大き

い。また、英国、ドイツ、フランスも、中国は日本に比べ国際共著相手としての割合が高

い。 

 

一部大学に頼る限界示す結果も 

日本の論文産出状況はどのように変化しているか。大学が日本全体の 75％に当たる論文

を産出しており、次いで公的機関が 14％に当たる論文を産出している。第 3 位の企業は

1995 年ごろから日本の中での存在感が低下している。1 番大きなシェアを持つのは国立大

学だが上位 10％の高被引用論文に限ると、この 20年間で減少が最も大きいのも国立大学。

国立研究開発法人の減少も拡大している。 

 

大学の論文数に占める上位 10％の高被引用論文数比率を見ると、論文総数が国公私立大

学の全論文数の１％以上を占める第一グループ（東京大学、京都大学、大阪大学、東北大

学）と公的機関が高い。しかし、2012年を境に第一グループ 4大学の比率は低下している。

日本全体でみると上位 10％の高被引用論文数比率が上昇傾向にある分野（物理学、計算機・

数学、環境・地球科学、臨床医学）では、第一グループ 4 大学と、第一グループ以外で論

文数シェアが１％以上の第二グループ（北海道大学など国公私立 14大学）の役割はいずれ

も低い。第 3グループ（論文数シェア 0.5～1.0%未満の 28大学）と第 4グループ（同 0.05

～0.5％未満の 133大学）の高被引用論文数が上昇傾向にある場合が多い。 

 

こうした分析結果を示したうえで「科学研究のベンチマーキング 2023」は、「日本全体

で注目度の高い論文数を増加させるためには、一部の部門・大学グループだけでなく、群

としての研究力の向上が必要であることを示唆している」としている。 

 

日本の部門別・大学グループ別の論文数に占める上位 10％高被引用論文数の割合 



 

（科学技術・学術政策研究所調査資料「科学研究のベンチマーキング 2023」から） 

 

急要す中規模大学群の育成 

日本に研究力向上には、少数の大学に資金、人材などの資源集中をせず、多様性を持つ

優れた中堅大学群の形成が必要だとする具体的な提言は、すでに日本工学アカデミーが

2019 年に「緊急提言－我が国の工学と科学技術力の凋落を食い止めるために」として公表

済み。「論文数上位の 10 程度の第 1 集団大学への資金、人材などの資源の集中が続くと、

かえって競争原理が働かなくなり大学システム全体の健全性が失われる恐れもある」。緊急

提言はこのように現状の弊害を指摘し、次のような政策変更を政府に求めた。 

 

「第１集団大学間にさらなる競争を求めつつも、全体としての集中をこれ以上高めるこ

となく、数十校程度の分厚い第２集団の大学群（研究力の高い中規模大学群）を育成して

いくことが必要。このために、規模の小さな研究費獲得の機会を拡大し、大きな研究成果

が得られたものには研究費を増額させて継続的に支援をしていくという研究費の枠組みを

拡充していく必要がある」 

 

日文 小岩井忠道（科学記者） 
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